2021.9.22　（水）　BSフジLIVE プライムニュース
◎井出英策　　　　慶應義塾大学経済学部教授　　経済学博士　専門は財政社会的学　日本銀行金融研究所、
東北学院大学、横浜国大などを経て、2013年より現職
◎デービッド・アトキンソン　　小西美術工藝舎社長　　英国出身　　1990年来日　　外資系企業でアナ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　リストとして活躍　政府の「成長戦略会議」民間議員　　　　
◎斎藤幸平　　　大阪市立大学大学院　経済学研究科准教授　　哲学博士　専門は経済学説　経済思想など
米国の大学とドイツの大学院で学び、2017年より現職

【井出】
・中間層の暮らしをしっかりささえる。経済を実際に動かしていくのは中間層である。
・労働分配率を高めたら、税金を少し安くするという政策。

・企業の売り上げ＝付加価値をみると、税金が占めている割合というのはものすごく少ない。

・企業のうむ付加価値の半分以上は、人件費にまわる。

・実際、税金にまわっている部分は、たかだか、2～3％ぐらいだ。

・ということは、この2～3％の税金を安くしてもらえるという理由で、人件費を上げるという行動を、はたして、企業がとるのか。（司会者「インセンティブ＝変化の要因とはならない？」井出、「無理ですね。」）
・配当を増やしてやって、株価がどんどん上がったほうが、会社がもうかる。だから、賃金を配るよりも、配当を増やすという企業も出てくるかもしれない。

・減税で、どのくらいの旨味（うまみ）があるのかということにかかってくる。

・よほどの大減税をやるというのなら、また、話が違うのかもしれないが、今、世界的にはその減税をなくしていこうと、企業の減税をコントロールしていこうという動きが出てきている。だから、この状況の中で、そちらに行くのは少し難しいかなという気がする。
・日本の経済は、バブルの崩壊後、平均で1％成長していない。この程度の力しかないわけだ。

・アベノミクスで、あれだけの経済政策やってですよ!!アメリカは100か月を超す好景気。

・そして、オリンピック特需（オリンピックの準備のための？）、これが重なっても、アベ政権では、1％程度しか成長できていない。
・これが、日本経済の体力、実力だというところから、始めていかないといけないから、企業が成長する力を失っているのに、賃金を増やせという命令が、そもそも、本当に、機能するのかという問題があると思う。
【司会】

・内部留保が今400何十兆円。アベ政権が始まったころ200何十兆円だったと思うが、7年8か月の間に200何十兆円が、ワッと増えて「（企業だけが増えて賃金は上がらず、）ヒドイじゃないか」と皆が言い出したころにコロナになって、貯えていた会社が首を切らずに済んだ、「だから、貯めていたから良かったんだろう」という言い方。一方で、ここに課税しようかという話。どのように見るか？

【井出】

・内部留保といった時に、現金、預金というのは、その半分もない。現金、預金の半分以上を持っているのは中小企業だ。大企業のすべてというわけではない。
・内部留保に税金をかければ（現金、預金に税金をかけろとなると）、中小企業はえらい目にあうぞ、となる。
【司会】

・経団連よりも商工会議所が反発する政策？

【井出】

・法人税って、大企業しか払っていないという現実がある。
・法人税減税は、大企業減税となってしまう。（減税されるのは大企業ばっかりになってしまう。）

・そういう細かいところをみると、内部留保への課税、法人税減税は、色々な問題があると思う。
【デービッド・アトキンソン】
・360万社ある日本企業の中で、60％弱は税金を払っていない。その内の94％は零細企業だ。「法人税を引き下げますよ」という対象となる会社の数は、かなり、限られているのだ。
・日本経済を議論するとき、それは、大企業を前提として、物事が考えられている。中小企業については、分析しない、無視していることが多い。

・大企業だけを考えると、賃金支給拡大による法人税減税と、財源確保の内部留保への課税は、そのとおりだが、中小企業にとっては、ずれている。
【井出】
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・岸田の政策はいいと思うが、（主張が？）にぶるのは、財源論を一切やらないからである。

・お金がどこから来るのかわからないのに、「所得を倍増します」と言われてもね。ずっこけてしまう。

・ある程度、「このくらいの財源を見込んで、これぐらいのお金がかかる、このうちこのぐらいの借金で」というぐらいの大雑把な計算をしてもよい。
【デービッド・アトキンソン】

・所得倍増は難しい。例えば、毎年3％とか、そのぐらいだったらできるが、毎年3％で何年かけて倍増となるのか？結構、時間がかかる。
【司会】

・昔、池田さんが言ったころは、日本の成長率が8％とか10％のころだ。今、1％。

・当時、インフレも高かったし。

【井出】

・イメージの話しだと思う。「増やしますよ」という。

【司会】

・自民党総裁候補者の政策について、斎藤さんはどう思いますか？

【斎藤】

・本当は、もっと大きな話をしなければならないと思う。

・アベノミクスが、一つの終わりをむかえて、これからポストコロナで、日本が、どういう社会をつくっていかなきゃいけないのかということ、そういうビジョンをぶつけなきゃいけない。

・自民党には、ビジョンが欠けている。
・トリクルダウンでやっていけば、何とかなるんだ、人々の生活が改善していくんだ、というモデルが行き詰って、コロナで多くの人たちが本当に困窮してしまった、そうした中で、再配分していかなければいけないという声が出てきているということは、新自由主義という時代も、そもそも一つの転換点として、終わりをむかえるということだ。

・これまで、財政緊縮とか、規制緩和とか、民営化とかやって、相続税、所得税、法人税、色んなものを減らしてきたわけですけど、
そんなに大改革を何十年か進めてきたなかで、それで格差が広まってしまったから、解決策として、労働分配率を高めて、何とかしてください、最低賃金もちょっと上げてください、そうしたら法人税を減らしますよ、みたいな、そんな小手先の話し、今、誰も求めていないですよ。
・私たちが直面しているのは格差だけでもなくて、これから気候変動という、もう一個大きな危機をむかえている中で、気候変動自体には、確かに、グリーン投資みたいな形で、ここで仕事をつくっていって、持続可能な経済に移行しつつ、岸田さんみたいな話に少しあわせれば、中間層を拡大していくような、社会の雇用であったり、経済のあり方というのをつくっていける可能性もあるにはあるが、岸田さんはそういう話しは全然していないし、河野さんは一方で再生可能エネルギーを重視しているが、他方で新自由主義をひきずってしまっている。
・自民党の中で、この二つの危機、「格差の危機」と「気候変動の危機」という二つの危機にいどんでいくような、大きなビジョンを持った候補はいないと思う。

・岸田さんがいっているように、中間層が大事で、そこにあわせたような経済をつくっていくというのはいいが、そこで「れいわ所得倍増」みたいな、昭和のノスタルジー（懐かしの気持ち）を引っぱったようなビジョンを出されても、そもそも、労働人口も減っていくし、設備投資も伸びていなくてどれほどのイノベーション（刷新、革新、変革をもたらす思考・技術）がおきるかもわからないというような状況で、今後、3％さえの経済成長もほぼ起きないであろうような、ほとんど底状（？）状態とでも呼ぶべきような状態が現実として、すでにやってきている。
・それは、アベノミクスが確証したことだと思う。あれだけ異次元の緩和をしたって、そうならなかった、成長しなかった。であれば、私たちは、成長もしないんだし、気候変動もこれほど進んできているんであれば、どこかで、成長をいつまでも追い求めたり、成長を前提とした制度設計というものから、徐々に移行していくような準備を、これから、2050年2100年にかけてしていかなければいけない。

・そのチャンスが、今、新自由主義が終わった時代だ。

【司会】

・そういう議論が、自民党の総裁選では出てきていないですよね。

【斎藤】
・全然出てきていない。自民党には出せない。
【デービッド・アトキンソン】

・自民党は、目の前のことをどうするかだ。大きなビジョンまでは言っていない。
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・1979年までは、経済学の基本は、ディマンドサイドエコノミクス（需要側経済）だった。

・ケインズ学を中心に、「需要さえ出せばそれに合わせて供給が増えていって、経済が成長する」。

・ただ、最後のほうで、どんなに需要をだしても、財政出動しても、結局、成長しなかった。

・そこで、ケインズ経済学が否定された。サプライドサイドエコノミクス（供給側経済）に変わった。

・フリードマンの時代、新自由主義だ。

・サプライドサイドさえ優遇すれば、「これが良くなれば、これが自動的に上がる」。

・最初は良かったが、結局、企業を優遇すればするほど、「設備投資がどんどん増えて、生産性が上がり、賃金も上がる」ということだったが、結局、設備投資がずうっと下がっていって、配当・内部留保が増え、アメリカでは1979年がピークでずうっと下がっている。日本は、20年間ずうっと下がっている。行き詰っていることは間違いない。
・これから、違う世界に変えていかなきゃならないという、日本の経済学者はほとんどいない。

【斎藤】

・ここまで格差が広がったら、賃金だけでなく、所得税、法人税であるとか、富裕税まで検討して、金融資産課税を検討していかなければならない。
・最低賃金が設定されているように、最高賃金を設定すれば良い。もらいすぎている人がいるというのがおかしいことだ。5000万円の年収以上にもらう必要はない。

【デービッド・アトキンソン】

・労働分配率が下がることは、格差が広がるということであり、労働分配率は上げるべき。
【司会】

・岸田は「新自由主義からの脱却だ」と言っているが。

【デービッド・アトキンソン】

・評価できるが、「新しい日本型資本主義」は懐疑的に思う。そんな定義はない。日本型というものはない。
・新しい資本主義とする必要があるというのは正しいが、「新しい日本型資本主義構想」は、非現実的な理想論だ。大企業型終身雇用だとか、大企業だけの昔の理想的なバラ色のものをピックアップして、「（昔は）こうだったじゃないか」というのは疑問を持つ、懐疑的に思える。

【司会】

・富裕税、資産課税やって、徹底的に再配分を社会的にやるべきということについて。

【井出】
・格差をなくすことと、政策効果を上げるための税収確保を、別に考えていくことが必要だ。
・政策の実施、お金がなければ何もできない。

・消費税を1％上げると、2.8兆円入る。
・（富裕層に対して）所得税を1％上げても、2000億円程度しか入ってこない。大企業に法人税1％かけても、5000～6000億円だ。

・消費税で入ってくるような水準の税収を、お金持ちや大企業への課税で確保しようとすると、べらぼうな大増税になる。それを今すぐできるのかといわれたら、それは不可能です。
・そういう世界にむかってソフトランディング（緩やかな地面への降下・着陸）していくために、少しずつ少しずつ政策を変えていくということには賛成するけれども、今、ドラスティック（思い切った、抜本的な）にできるかというと、できない。その他のほうほうも詰めていく必要がある。

【斎藤】
・米国バイデンは、コロナ対策では200兆円出して、その後さらに200兆円出そうとして、共和党と色色って、100兆円となったが、気候変動対策として100兆円のインフラ整備を、公共交通機関を増やす、太陽光パネルを増やしていくとかしている。

・何故やっているかといえば、これからの10年で、2050年、2100年の未来が決まってくるからだ。

・200兆円、100兆円の回収のために、課税強化、例えば法人税も1970年代の水準に戻していくとしている。

【司会】

・アベノミクスについて。

【デービッド・アトキンソン】

・トリクルダウンはなかった。これは正しい。
・民主党政権と比べると、それよりは「まし」だと思う。為替は良くなった。デフレもなくなった。労働参加率が上がった。
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【井出】　　　　　　　　　　　　　　

・名目賃金は上がった。株価は上がった。

・しかし、そういう問題以前に、アベノミクスだったり新自由主義なりの政策が支持されたのか。

・現役世代の取り分、社会保障で、現役世代＝働く人たちに受け入れられた。

・しかし、将来の不安が、どんとくるものである。

・新自由主義、＝規制緩和＝政府を小さくする。―→経済は成長する。アベは３本の矢で経済を成長させるとしてきた。

・野党は、「消費税減税で、景気を良くする」という。「所得を増やす」といわないと選挙に勝てない現実がある。

・新自由主義から違う政策に変わったとしても、根っこは一緒だ。「所得が増えていかないと、貯金ができないと、人間らしい暮らしができない社会」という縛りをつくっているのだ。
・「成長します、成長させます。」ということに、本質的な問題がある。

・（もう、）『経済は成長しない』ということ。

・色々な政策がだされているが、今、出ているものは、民主党政権時代に議論されていることばかりだ。「分厚い中間層」「分配と成長の好循環」「同一労働同一賃金」「介護士、保育士、幼稚園の先生の賃金引き上げ」「最低所得保障の年金制度」「金融資産課税」等々。
・もう、やるべき政策は決まっているということだ。自民、立民の主張がかなり幅がせばまって、重なってきている。
・所得が増えなくても、安心して生きていけるような社会をつくっていくということ。

・大学の学費、子育てのお金、老後のお金、医療費の心配をしなくても良い社会をつくっていけば、そうすれば、ぼちぼちの成長率でも何とかなっていけるということが言える。

・成長に依存しないところを前提にした仕組みをつくっていかないといけない。
【斎藤】
・アベノミクスで、実質賃金は5％程度下がっている。雇用が増えたといっても、介護と福祉であって、それはアベノミクスの効果ではない。

・何が増えたか？株価だけが円安と連動して上がった。一部の人たちの配当金、すでに持っている人たちの富が増々増えていった。

・大企業も、それを投資せずに内部留保として増えていった。賃金だけは実質的に下がった。
・こういう社会のあり方を、もう、放置してはいけない。

・これからは、成長を前提とせずとも、皆で基本的にニーズを分かちあっていくような社会、ベーシックサービスでやって、無償化して、教育、医療、持続かのうな産業をつくっていく、助け合っていく社会としていかなきゃいけない時に、新自由主義のつめあと＝すべてを損得勘定で見るようになってしまって、もともとあった支援のコミュニティだとか、地域の助け合いというのが、商品化によっておきかえられていった、金のやりとりの関係におきかえられてしまって、脆弱（ぜいじゃく）な社会がつくられてしまったということが、まさに今回のパンデミック、コロナ禍で、頼りになる人がいない、助けてくれる人がいないというような、今後の災害を含めて、脆弱な社会になってしまっているということを、どうやって政治がたてなおしていくかだ。

・成長させていかなければならないものはたくさんある。太陽光エネルギー、電気自動車、保健所、公共事業とか。「環境に良いもの、社会にとって良いもの」に、成長戦略として。化石燃料、ファストファッション、ファストフードとか、もっと規制をかけていかなければならない。

・既存の政党にはできない。踏み込む勇気がない。フランスは、ショッピングモールの新設を禁止する法律をつくろうとしている。石油関連の広告を禁止したり、肉食を菜食に変わるメニューを加えることの義務付け、電車で行ける2時間範囲内の国内線飛行機を飛ばさないようにする等々。

・経済成長と対立するような選択を、国が、気候変動なんかを前にして責任を持ってやっていく。
・ここに、グリーンは成長させつつも、全体として意識的に、脱成長に舵（かじ）をきりながら、持続可能な社会をつくっていくという覚悟を示していく必要がある。

・新自由主義が終わり、再分配をやらなきゃいけない持続可能な社会をつくっていくことに向けて、積極財政を打ち出していく、それを野党はもっと打ち出していくべきだ。
・コロナみたいなことがおきると、そのツケを払わされるのは、真っ先に首になるのは非正規の労働者、女性、パートであったり、弱い人たちが、そうしたコストをツケとして払わされる構造が、浮かび上がる。

・今後、気候変動の災害等で、地方にあらわれる。単に、株価が上がり、何となく雇用の数値が良ければいいというのはまやかしだった。今回のコロナのショックが教えてくれた。
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